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 社の方で保管をしてるというようなことです。 

  佐々木謙二委員の総括質疑 ○渋谷佐輔委員長 15番、鈴木小市委員。 

○１５番 鈴木小市委員 なかなかやはり管理、

確認と申しますか、大変じゃないかなというふ

うに思いますけども、やはりせっかく民間に委

託したというようなことでありまして、両方と

も、両者ともある程度よかったなというような

形にならなければならないんじゃないかなとい

うふうに私思いますので、その辺、今後、両者

がよく話し合われまして、うまく持っていって

ほしいというふうに思います。 

 

 

○渋谷佐輔委員長 次に、順位２番、議席番号５

番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 おはようございます。

目黒市長とは私も何回か議論をさせていただき

ましたけども、今回の質問が最後になるのかな

と思って、そんな思いでいるところでございま

すが、通告しております２点につきまして順次

質問させていただきたいなというふうに思って

おります。 

＋ ＋

 その中でも、やはり交通安全というのが一番

大事なことじゃないかなというふうに思います

ので、やはり運転手の採用か何か全部民間の

方々、中央タクシーさんにお任せ、中央タクシ

ーが採用するわけでありますけども、やはり私

もいろいろ運転される方々お話をお聞きしたり、

見てみますと、事故を起こされる方は必ず何回

か事故を起こすんですよね、統計とってみます

と。あとやはり事故を起こさない方は事故を起

こさない状況で運転されているというのが、私

の個人の調査によりますとそういう結果が出て

おるんです。 

 ただいま鈴木小市委員の方から耐震調査の関

係で質疑がなされたわけでありますが、私はこ

ろっと変わって財政再建道半ばではないかとい

う認識のもとに通告もしていますので、その辺

もご理解いただきながらご答弁よろしくお願い

申し上げたいと思います。 

 今、はやり言葉のように「プライマリーバラ

ンスの黒字化を目指す」と、このように言われ

ておるわけでございまして、国は「2011年をめ

どに黒字化をしたい」、また、県におきまして

も中期展望の中で「プライマリーバランスの黒

字化を目指していきたい」と、こう言われてお

ります。 

 それで、採用するときに、免許証もやはり契

約のとおりの免許証で採用されていると思いま

すけども、やっぱり違反とか事故等を、その辺

も十二分に慎重にされまして採用されれば交通

事故もなくなるのでないかなというふうに思い

ますので、その辺を十二分に配慮して、今後、

安全指導関係でお話しされる場合、その辺もち

ょっとお話しされればいいのじゃないかなとい

うふうに思っておりますので、どうかひとつこ

の件を、お互いに交通安全というのは大事です

から、その辺をお互いにお話しされまして、今

後とも事故のないようにうまくいきますように

願って、質問を終わりたいと思います。どうも

ありがとうございました。 

 このプライマリーバランス何ぞやということ

になるわけですけれども、これは基礎的財政の

収支の黒字化と、一口に言いますとそうなりま

すが、少し具体的に申し上げますと、全体の歳

入から借入額を差し引いた額、それから全体の

歳出から公債費負担を除いた額、これの収支の

黒字化を目指すと、こう言われているわけでし

て、黒字になれば公債費の元金に償還できると、

新聞報道ではそのように言われておりますが、

じゃあどうなのかということで、これまで平市

政から目黒市政までの、平成３年から16年まで

の決算で見てみますと、全く黒字になっており 
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ます。これは当然だなというふうに思っており

ますが、国、県は国債とか県債発行してつじつ

まを合わせているわけですけれども、地方自治

体はご案内のとおり自治法上で国、県のチェッ

クが入るということでありますから、当然これ

は黒字化になって当たり前ではないかというふ

うに思っております。 

＋

 しかし、じゃあ一般会計の実質的な単年度収

支はどうなっているかというふうに見ますと、

残念ながら平成５年、７年、10年、14年、16年

度におきまして、単年度収支で赤字になってお

ります。 

 じゃあ、その間の、平成３年から16年までな

んですが、普通会計の年度別の起債の現在高の

推移というものを見てみたんですが、さっきも

申し上げましたようにプライマリーバランスの

黒字化になれば元金償還に充てることができる

と、こういうふうに一般的に言われております

ので、見てみたんですが、平成３年から平成10

年までの平市政では、残念ながら34億6,000万

円の起債の増加になってます。それから目黒市

政になった平成11年から平成17年まで、これ見

込みになりますが、９億9,000万円ほどの起債

が減少しております、表向きなんですが。表向

きというか、一般会計総額の表向きというふう

にとらえていただきたいんですけれども、しか

し、その中に平成13年から17年までに一般会計

で取得した土地開発公社の塩漬け用地の土地、

購入代金がこの起債残高に含まれております。

したがって、その分を見ますと塩漬け用地の購

入分が22億3,800万円ということになります。

トータルしまして32億3,000万円ほど表向きの

数字より少なくなってるというのが実態だろう

と思います。 

 さらに、これに足すこと臨時財政対策債、こ

れ交付税で全額補てんされるお金ですけれども、

この起債残高21億4,000万円ほどになっており

ます。ですから、これらをプラスしますと、ト

ータルで53億7,000万円ほどが長井市の普通会

計の中で起債が減額されたんじゃないかなとい

うふうに私は受けとめております。これはまさ

に目黒市長の行財政改革に取り組んできた成果

だというふうに思います。表は130何億円です

から、その相殺になりますと、表向きは小さい

んですが、トータルでは大きくなってきた。 

 目黒市政、この５年間で膨れ上がったこの起

債の償還と土地開発公社のやみ起債の解消努め

てきたわけであります。そのために公債費負担

適正化計画、それから開発公社の経営健全化計

画に取り組まれてきた。そしてこの非常事態を

乗り切ってきたというのが、これまでのあらま

しといいますか、そういうことになろうかと思

います。 

 それでも平成16年度の決算書で見ますと、財

政関係の指数は非常に悪いわけです。まだまだ

悪い、ですから私は最初に申し上げましたよう

に、財政再建道半ばということを申し上げてい

るわけであります。まだまだ硬直した内容にな

っております。さらには、財政の中期展望を見

ましても、皆さんご案内のとおりでありますが、

４年間で17億円の財源不足が見込まれていると

いうことでありますが、この件に関して、さき

の３月議会で財源不足の対応についてどうする

んだというふうに言われております。財政課長

は３点上げておりまして、「財政調整基金ある

いは減債基金が極めて少ない、補てんはこれは

困難だ」ということと、「行財政改革の集中プ

ランの中で、歳出の削減、歳入の確保を図って

いく」と。また３点目として、「予定されてい

る事務事業なども優先度から休廃止も検討しな

ければならない」当然な状況かなと思っており

ます。 

 また、「入るをはかりながら出るを制してい

く」ということも言われておりますが、これは

大原則で基本中の基本なわけでありますから、

当然だというふうに思います。したがって、こ
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れから国の三位一体の改革、あるいは骨太の改

革等々が進められる方針が出されておりますの

で、非常に厳しい財政運営をこれからも強いら

れることは間違いないだろうというふうに見て

おります。 

＋ ＋

 それでは具体的な質問に入らせていただきま

すが、長井市のプライマリーバランス、先ほど

来申し上げてるように黒字でございます。黒字

になれば公債費の残高の元金償還に充てること

ができると言われているんですが、この公債費

の負担は義務的経費の中でも人件費に次ぐ高い

ウエートを占めているのが公債費だというふう

に思っております。 

 そこで財政課長にお聞きしたいんですが、長

井市の一般財源の財政規模は幾らになるかとい

うことと、どの程度の起債が望ましいというふ

うに考えておられるかをお尋ねしたいなという

ふうに思います。 

○渋谷佐輔委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

 まず、一般財源の財政規模は幾らかというこ

とでありますけども、平成16年度の普通会計決

算ベースで申し上げたいと思いますが、歳入総

額112億4,442万4,000円のうち一般財源は93億

2,610万9,000円ということになっております。 

 次に、どの程度の起債額が望ましいかという

ことでありますけども、委員ご指摘のように地

方公共団体の場合は国の公債金などとは違いま

して、減税補てん債であるとか臨時財政対策債

のような例外があるものの、原則としては地方

財政法第５条各号に掲げられている場合にしか

起債することができないことになっております。 

 このことからいえば、各年度に投資的事業に

係る経費をどの程度計上し、その財源としての

市債をどの程度見込むかということによって起

債額が決まってくるのだろうと思っているとこ

ろでございます。したがいまして、起債をどの

程度にすればよいかということにつきましては、

基本的には単年度の投資的事業費と後年度の公

債費負担等を総合的に勘案して決定すべきもの

ということで考えております。 

 ただ、長井市の場合は、ご指摘のように公債

費の縮減というものは重要な課題になっており

まして、そのために当市では起債制限比率を

13％以下にするために平成12年度から公債費負

担適正化計画に取り組んできたという経緯がご

ざいます。この計画では土地開発公社からの土

地の取得を除く各年度の起債対象事業費、言っ

てみれば普通建設事業費ということになります

けども、これを標準財政規模の10％以下にしな

ければ目標が達成できないというスキームで行

ってきたところでございます。 

 したがいまして、このことからいえば、当然

のことながら標準財政規模の10％、標準財政規

模も、大体平成17年度ぐらいのところでお話し

申し上げますと、73億円ぐらいのところにあり

ますので、建設事業費につきましてはおおむね

大体７億円で、これの補助対象事業などもござ

いますから、その辺のところと、あと起債の充

当率なども勘案しまして、起債としては70％か

ら60％程度、言ってみれば５億円程度というこ

とが望ましい起債額なのではないかというふう

に考えているところでございます。以上です。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 今答弁ありましたよう

に、単年度ごとに借入額とそれから償還額が動

くんで、なかなか難しいのかなというふうに思

えるわけでありますが、把握が難しいというふ

うに思いますけれども、ただ、現在の起債償還

額から比較しますと、借り入れで７億円前後ぐ

らいに抑えていかなければならないということ

ですから、これからも相当吟味した優先度の高

い順に事業の進め方をしていくことが必要なの

かなというふうに思いますし、間違いのない選

択をしていただきたいもんだなというふうに思

っております。 
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 先に進ませていただきますが、市中銀行等か

ら借り入れている縁故債、一般的に繰り上げ償

還も可能だというふうにお聞きしてるわけなん

ですが、今どのくらいになっておるのか、また、

利率３％以上の借入額というのはどの程度にな

ってるか、その２点お聞きします。 

＋

○渋谷佐輔委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 まず、市中銀行からの借入

額でございますけども、平成17年度決算見込み

で申し上げますと、市債残高が138億3,800万円

程度を見込んでおりますけども、このうち市中

銀行からの借入額につきましては53億9,300万

円程度ということに見込んでいるところでござ

います。 

 それから、利率３％以上の借り入れでござい

ますけども、これも平成17年度の決算見込みで

申し上げますと、総額では25億9,600万円程度

ということに見込んでおります。このうち市中

銀行分につきましては３億6,400万円程度とい

うことになる予定でございます。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 竹中総務大臣の私的懇

談会、地方分権21世紀ビジョン懇談会というの

がありまして、その中で平成19年度から新型交

付税の導入を検討されていると。これは多分人

口と面積の関係だろうというふうに思いますが、

それから再生型破綻法制の整備、これは従来の

再建準用団体に取ってかわるようなものじゃな

いかなというふうに思っています。特に自治体

の責任が明確化されるといいますか、許可され

るといいますか、そういう趣旨のものでないか

なというふうに思います。 

 それから３点目が、自治体の地方債の自由化、

借金の自由化ですね、これが話をされていると。

これまでは許可制が必要だったけれども、許可

制が必要だということは政府が保障すると、あ

る面では。ですが、これからは自由化されると

いうことで、できれば先ほど答弁あった縁故債

とか、政府系資金まで起債の繰り上げ償還とい

うのは可能になってくるのかなというふうな勝

手な思いというか、勝手な願いがあるわけなん

ですが、この辺はどうなるのでしょうか。 

○渋谷佐輔委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

 まず、政府系資金、財政融資資金の繰り上げ

償還の関係でございますけども、平成13年度に

財政投融資制度の大幅な改革が行われたことは

ご案内のとおりでございまして、この際に平成

13年４月１日以降の新規借り入れ分につきまし

ては、地方公共団体が補償金を支払う場合に限

り、任意の繰り上げ償還が可能となっておりま

す。以前は認められなかったものでありますけ

ども、この改正によって新たに認められること

になったということでございます。 

 この任意の繰り上げ償還の財源といたしまし

て、支払わなければならない補償金も含めて、

銀行等引受債による借りかえも可能とされてい

るところでございますが、ただ、この補償金と

いうのは繰り上げ償還を行おうとする借入金に

係る償還期限までに支払わなければならない利

子額の９割程度以上を負担しなければならない

ということになっておりまして、公債費の平準

化という観点からは効果があるのかもしれませ

んけども、負担の軽減という観点からはほとん

ど効果がないというふうに考えているところで

ございます。 

 一方、銀行等引受債の繰り上げ償還につきま

しては、今、市中金融機関から借り入れを行う

場合には、10年以上を超える償還年限で借り入

れる際、これは10年後に利率を見直しをすると

いうことにしておりまして、このことからいえ

ば比較的金利情勢が反映されやすい状況にはな

っているということが言えるだろうと思います。 

 財政融資資金とは異なりまして、銀行等引受

債の任意の繰り上げ償還につきましては特段の

定めがございませんので、金融機関等との協議
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が調えば任意の繰り上げ償還も可能であるとい

うふうに認識をしているところです。 

 また、償還年限を延長しない、なおかつ利率

を引き上げないということで借りかえを行う場

合には起債の許可も要しないことから、その際

の財源といたしまして借換債を充当することも

可能であるというふうに認識しております。以

上です。 

＋ ＋

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 総務大臣が考えている

自由化とはちょっとほど遠い感じの答弁かなと

いうふうに思ったんですが、政府系資金の繰り

上げ償還するにしても、補償金を支払って利子

を前納しなければならないと、こういうことな

んですね。そして借りかえの資金を工面した場

合はその利子も払わなければならない。したが

って、全く繰り上げのメリットは出てこないと、

こういうことになるんでしょう。 

 一方で、自由化しておきながら、過去の起債

については全く繰り上げは認められないという

認識にならざるを得ないわけですが、ただ、こ

の縁故債といいますか、銀行の借り上げ債につ

いては、これはある程度できるんだなというふ

うに思います。この辺はいろいろ工夫をしてい

ただきたい部分でありますので、ぜひ検討をし

ていただきたいと思います。 

 次に、通常、公債費の比率は一般財源に占め

る割合、先ほど90何がしと、93億円と言われて

おりますが、一般的には10％程度が望ましいと

言われているわけでございます。類似団体で約

17％、長井市になりますと20％というふうな数

字を示しております。起債制限比率18％以上の

団体については自主的に公債費負担適正化計画

を策定して、この財政構造の弾力化に取り組む

団体とすべきだというふうに言われておるわけ

です。そして県と協議しながら５年以内にこれ

を16％以下にというふうなことになっているわ

けなんですが、長井市は公債費負担適正化計画

に取り組んできても、今現状19.9％にとどまっ

てる。これは土地開発公社の関係もあったりし

て、やむを得ない数字になっているんだろうな

というふうに思います。 

 今の公債費負担適正化計画というのは、今年

度までですか、になっているんじゃないかとい

うように思いまして、今の状況どうなっている

のか、あるいはこれから公債費負担適正化計画

についてどのように考えているのか。私はやっ

ぱり、当然19.9％ですからね、18％以上の団体

になっているわけですから、当然県の指導もあ

ったりして、再度延長戦をしなければならない

のではないかなというふうに思ってるんですが、

どのように考えてますか。 

○渋谷佐輔委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

 公債費負担適正化計画につきましては、今年

度から大きくさま変わりをすることになる予定

でございますので、これまでの経過と今後の対

応について少し詳細に述べさせていただきたい

と思いますけども、お許しいただきたいと思い

ます。 

 これまでの公債費負担適正化計画につきまし

ては、公債費負担の大きい市町村が自主的かつ

計画的に公債費負担の適正化を推進しつつ、そ

の間においても地域振興等に不可欠な事業が確

保できるようにということで、昭和62年度から

市町村の公債費負担適正化措置が講じられるよ

うになっておりまして、毎年、起債制限比率に

係る一定要件に該当する市町村が県から適正化

計画の策定を求められてきたところでございま

す。 

 当市の場合につきましては、平成12年度に公

債費負担適正化計画を策定いたしまして、今年

度までの７年度の計画期間で修正起債制限比率

という指標を13％以下にするように計画を推進

してきたところでございます。ご案内のとおり

でございます。今年度がその計画期間の最終年
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度となるわけでございますが、当初の計画時期

に比べて起債制限比率の算出の分母となる標準

財政規模が大幅に小さくなっていることもござ

いまして、今年度での計画達成は困難な状況に

なってきております。 

 現時点ではまだ県から具体的に示されていな

いことなどもありまして不透明な部分もござい

ますけども、今年度から地方債に関する取り扱

いが変更されまして、許可制から協議制に移行

することになっております。このことに伴いま

して、公債費負担適正化計画の取り扱いについ

ても変更されることとなったわけでございます

が、具体的にはこれまでの地方債の許可制につ

きましては、起債制限比率によって起債が制限

されてきたところでございますけども、協議制

では実質公債費比率という新しい指標が用いら

れることになっております。この実質公債費率

が18％未満の団体につきましては、地方債の許

可にかかわる部分で、いわゆる協議団体という

ことになりますが、18％以上の団体につきまし

ては許可団体ということになります。 
＋

 この許可団体は、実質公債費負担比率の適正

化を図らなければならないということになりま

して、その適正化を図るツールとして公債費負

担適正化計画を策定しなければならないという

義務づけが出てきます。この計画の内容、それ

から実施状況等を勘案しながら地方債の発行が

許可されていくことというふうな中身に変わっ

てきています。さらに、この実質公債費率が

25％以上になってきますと、一般単独事業、そ

れから公共用地先行取得等事業の地方債の発行

が許可されなくなりますし、35％以上になると

ほとんどの地方債が発行許可されなくなるとい

うことになります。 

 この実質公債費比率でありますけども、これ

までの起債制限比率の算式の分子に公営企業会

計に対する繰出金であるとか、あとは一部事務

組合に対する負担金などのうち公債費に充当さ

れる額が加算されるものでありまして、当市の

場合この割合が非常に高くなっております。し

たがいまして、実質公債費比率が25％を超える

であろうという見込みが今出てきています。こ

の25％を超えると、先ほど申し上げましたよう

に一部の起債ができなくなるわけでありますけ

ども、ただ、当分の間、実質公債費率が25％以

上の団体であっても、17年度の地方債許可方針

に定める起債制限比率が20％未満だった団体に

対しては当該団体の公債費負担適正化計画の内

容、その実施状況等に応じて起債を許可すると

いうことになっておりますので、当分の間はこ

れまでどおり起債ができるものと思っておりま

すけども、現時点ではこの当分の間というもの

がいつまでなのかについてもわかっていないと

いう状況でございます。 

 したがいまして、今後は普通会計だけでなく

て、公共下水道事業会計であるとか浄化槽事業

会計などともあわせまして、この実質公債費負

担比率を下げるための計画に着手していかなけ

ればならないというふうな状況になっておると

ころでございます。以上です。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 新しく耳なれない言葉

といいますか、実質公債費比率という言葉が出

てきまして、長井市の見通しとしては恐らく

25％程度ぐらいになるだろうと。そうなります

と協議制になってくるということで、さらに厳

しい財政運営を強いられるのかなというふうな

実感を持ったわけでありますが、特にこの病院

会計の繰り出し、あるいは公共下水道への繰り

出し、浄化槽事業への繰り出しと、そのものも

総合的に見て、やっぱり公債費比率の適正化を

図っていくんだろうなというふうに思われます

が。 

 私は最初お聞きしてきたのは、普通会計の中

で聞いたものですが、こういう全体的な自治体

を構成する予算全体でやっぱりどうなっている
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＋

のかを明らかにして、そして健全財政の運営に

取り組んでいかなければならないのではないか

なというふうに思った次第です。 

 今後の公債費負担適正化計画については、ま

だ不透明だと。しかし、内容的にはなかなかそ

こまで届かない、当初の目標まで届かないとい

うことのようなんで、どうでしょう、目黒市長、

このことについて、やっぱり私は延長戦あり得

るべきというふうに認識してるんですが、市長

の認識どうでしょうか。 

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

＋ ＋

○目黒栄樹市長 佐々木委員のご指摘、まさにそ

のとおり、財政課長が答弁させていただいたと

思いますが、今後はもっと厳しくなるというこ

とですよ。実質公債費負担適正化計画というの

は、公共下水道もあるいは公営企業等も浄化槽

もあれも入ってくるということになって、今で

さえ19％ですから、圧縮しながらしてきても。

これがもっと厳しくなる。しかも国は2011年ま

でプライマリーバランスということになれば、

結局いろんなところへ手つける、交付税を縮小

させてくるのは間違いないわけですから、した

がって、まさに道半ばというか、これからも道

半ばでありながら道険しというふうに考えてお

ります。 

（「延長戦はしますか、適正化計画」の声あり） 

○目黒栄樹市長 もちろんこういったあれですか

ら、延長をしていきたいというふうに思います。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 今くしくも市長の方か

ら地方交付税の関係についても出ましたので、

その辺もちょっと見てみたんですが、これから

の地方交付税のあり方については激論されてま

すね、いろんな方々がいろんなことを申し上げ

てます。 

 簡単に申し上げてみますと、財政制度審議会、

ここでは交付税の法定率の引き下げをすべきだ

と、こういう提言してます。それから谷垣財務

大臣に至っては、現行の交付税というのは聖域

でないんだと。地方自治体の先ほど申し上げま

したプライマリーバランスの黒字が見込まれて

いるんで、地方の歳出について見直すべきだと、

こういう論ですね。それから竹中総務大臣は、

先ほどもちょっと触れましたが、人口と面積を

基準とする新型交付税、これを2007から導入し

ていきたい。あと経済産業省は税の増収に努力

し、実現した自治体に交付税を厚く配分すると。

かえっておかしい、税増収になったところに厚

く配分するのもどうかなというような感じはし

ますけれども、そういう制度にしたいというふ

うに言ってます。一方、地方、我々の味方とい

いますか、を代表する全国知事会の方では地方

共有税にして税率を引き上げるべきだというふ

うな言い方をされております。 

 この見直し案がいろいろ激論されて、百家争

鳴というか、そういう感がするわけであります

けれども、国としてはプライマリーバランスの

黒字化と骨太の基本方針、これから示されるわ

けでありますけれども、交付税の引き上げはま

ずないだろうなというふうに感じられますが、

これまでの交付税の状況を見ますと、平成に入

ってからなんですが、平成11年度に51億8,000

万円、約52億円ぐらいあったんですよ。それが

平成18年度予算では38億4,000万円、それに臨

財債を見ますと41億8,000万円ぐらいいうふう

なことで、最高時と比較すると10億円減ってん

ですよ。ですから、これからもしっかりとした

財政運営は必要になってくるんだろうなという

ふうに思っております。 

 先ほど市長も公債費負担適正化計画に延長し

なければなんないだろうというふうに答弁され

ましたが、財政課長、この辺はどう見てますか。 

○渋谷佐輔委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

 交付税の見通しにつきましては、今、佐々木

委員の方からお話があったように、減ることは
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 それから国土調査事業、これ今残ってるのは

どこだと思いますか。中央部ですよ。中央部と

か成田地区とか、それから今泉、そういう人口

集中している地域、住宅が集中している地域、

ここだけ残して簡単なところから始めているん

ですよ、金をかけて、この大変な財政再建をや

ってる中に。私はね、公平公正な税負担をして

いただくためには、適正な面積の把握に努めて、

そして公平公正な負担をしていただくというの

が本来の税のあり方だと思う。そのためにもこ

の国土調査というのは、今のあり方でいいのか

どうか、どこから進めていった方が公平なのか、

その辺もしっかりと精査をしてもらいたい。 

あっても今後ふえることはないということは確

実だというふうに認識しているところでありま

す。 

 今、佐々木委員ご指摘のように、いろいろ中

央の方で議論されておるわけですけども、これ

らの議論が最終的に経済財政運営と構造改革に

関する基本方針、いわゆる骨太の方針ですけど

も、これの2006年度版にどのように反映されて

くるかということによって今後の対応を検討し

なければならないというふうに思っているとこ

ろです。最終的にはこれらの中身が具体的にな

った段階で、昨年11月にお示しいたしました財

政の中期展望、これの見直しを進めていきたい

というふうに考えているところでございます。

以上です。 

 それから、上下水道の工事の関係で申し上げ

ますと、去年やったというと極端だかもしれま

せんが、二、三年前にやったところをまた掘り

返しているというのがやっぱりあるんですよ。

手戻り工事的なものも見られますので、少なく

ても七、八年ぐらいの長期的な計画の中で上下

水道の関係がダブらないように、絶対に手戻り

になるようなむだな経費を使わないようにして

いただきたいと、これが第３点目です。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 骨太の方針がこれから

示されるわけですから、当然この中期展望、変

更を余儀なくされるというふうになって来ざる

を得ない、まだまだ厳しくなってくるというふ

うに私は認識しています。目黒市長の後、大変

だなというふうに思いますが、目黒市長、なれ

たからもう少しやってもいいなという気もして

ますが。例えばこれからやっぱり入りをはかり

出るを制す財政運営していかなければならない、

これは間違いないわけでありますから、そのた

めにはいろんな歳入関係、歳出関係、一つ一つ

精査をして、そして公平、平等な負担をお願い

するなりしていく必要があると思うんです。 

＋

 ４点目として上下水道の普及、これもしっか

り中身を見ていただきたい。財政課長もチェッ

クしてくださいよ。普及率の非常に低いところ

がたくさんありますから。そこに投資をしてい

るわけです。そして投資をした金を償還するた

めに旧来の町の方々がその経費を負担しなけれ

ばならない。とんでもない話なんですよ。環境

整備をしてやって、市民のための安全安心を確

保してやってるのに、残念ながら普及率が上ら

ない。これはどこに問題があるのかと、この辺

をしっかりと検証してもらって、公平に負担を

していただくというふうにすべきだと、私は一

方的にきょうは申し上げますから。 

 特に１つは、問題提起みたいな形で、箇条書

きで言いますから、都市計画税、これもいろい

ろ変更はされているんでしょうけども、町とい

うのは毎年変わります、生きてますから。そし

て今、見てみますと南の方にどんどんどんどん

発展してます。この都市計画税の目的に合致し

てるか、あるいは公平公正、平等な税負担にな

っているのかどうか、その辺はしっかりと精査

をする必要があるんじゃないかと、まず１点。 

 あと、やっぱり税の収納ですね。これは問答

無用、これは義務ですから。これはしっかりや

ってもらいたい。私以外の議員の方が詳細申し
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 自民党の環境調査会というのがございますけ

れども、その会長さんが環境大臣に提言をされ

ております。その中身、主な事項は２点であり

ますが、１つは、京都議定書を達成させるため

には環境税の導入はしなければだめだというこ

と１つと、官民が実現可能な対策に取り組まな

くては目標達成には不可能だという２点であり

ます。 

上げているとおりでありますから、ここはしっ

かりやってもらわなければならない。 

 そういうことに今、この財政のこれからの運

営の見通しを考えますと、徹底した内容の精査

というものが必要になってくると思いますので、

ぜひお願いをして、午前中の質問を終わります。 

○渋谷佐輔委員長 ここで昼食のため暫時休憩い

たします。再開は午後１時といたします。 

 官民が協力してという部分でいろいろお聞き

したいわけでありますが、山梨県の都留市、こ

こでは「小規模水力発電所完成」という新聞記

事が載っておりました。これは水車であります。

そしてことし４月から運用開始するということ

でありますが、詳細は省きますが、詳細という

か、中身について省きますが、自治体の関係者

が非常に視察に訪れているということです。そ

れからカンボジアの政府のエネルギー担当大臣

も見えられたということのようであります。 

 

 

   午後 ０時００分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○渋谷佐輔委員長 休憩前に復し、午前に引き続

き会議を再開いたします。 

 それでは、佐々木謙二委員の質疑を続行いた

します。 

＋ ＋

 事業費は4,300万円ほどかかりますが、一部

補助金で新エネルギー産業技術開発機構、独立

行政法人なんですが、そこからの補助金と、市

民参加型のミニ公募債を発行しての、都留市な

んもんですから、都留市、「つるのおんがえ

し」という公募債だそうですが、この発行と、

それから一般財源ということでつくられたとい

うことのようでございます。市庁舎の電気料金

170万円ぐらい節約できて、二酸化炭素の排出

量が80トンぐらい削減されるということでござ

います。 

 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 午前中にしっかりと歳

入と歳出について精査をしていただきたいとい

うお願いを申し上げたわけでありますが、これ

については答弁は必要ございません。ただし、

市民の安心安全な施策については、これはしっ

かりと取り組んでいただきたい。この分はつけ

加えさせていただきたいと思います。 

 ２項目に入らせていただきますが、はしょり

ながら質問させていただきます。特に午前中、

財政健全化の質疑をさせていただいた後で何を

かいわんやと言われるような中身になりますが、

あくまでも楽しく夢の話として、将来のために

ということも含めまして、いろいろ質疑をさせ

ていただきたいなと思います。 

 市長、この前、一般質問の長井ダムの環境整

備で、渋谷議員の質疑の中で水車の話ちょこっ

と出されましたんで、それで私もこの都留市の

新聞報道を見ておったもんですから、夢の話を

したいなと思った次第です。  長井市の地球温暖化対策の一環として、川を

生かしたシンボル事業、そして温室効果ガスの

削減とあわせて、この水の豊かさを表現する事

業に取り組んではいかがなというふうなことで

お聞きいたします。 

 二番煎じと、こういうふうに言われるかもし

れませんけれども、まねることは学ぶことだと

言われます。この学ぶの語源は「まねぶ」、つ

まりまねるということにあると言われておりま
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すから、よい事例はまねて学んでいいのではな

いかということで、お聞きをしたいわけであり

ます。 

＋

 長井ダムの「ながい百秋湖」に日本一の水車

を回して、その電力でダムをライトアップして

長井の観光の一つにどうだろうなと、こういう

ことです。市長、どうでしょう。 

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 実はこの間、全国治水大会があ

りまして、私もこれで２度目ですが、事例発表

として20分ほどしゃべってまいりました。その

ときに、水と緑の花の、水の長井ですから、水

を生かしたまちづくりをしたいし、ぜひひとつ、

砺波なんかにも体育館のわきに、水路にかなり

水車を回しているんですね。これは水力発電ま

ではいってないようですが、水車が３基か４基

あったと思いますね。 

 「ダムの環境整備で水車という地域住民の声

があるから、ぜひひとつ水車も長井市のシンボ

ルとしてお願いできればありがたい」というふ

うに話しましたら、関という治水課長がその後

ちょっとパーティーで、「いやあ、会長に言わ

れて目に残りました」と、「ちょっと検討させ

てください」と、うれしがらせたのかもしれま

せんけども、そう言ってくれたんで、まるっき

り不可能ではないというふうにも思いますし、

やっぱりダム関連でないとなかなかできないわ

けですよ。もちろんいろんなあちこちからあれ

を引っ張ってきて、しかし、ミニ公募債もやっ

て独自の市債もあれしてというのは、やっぱり

なかなか大変でしょうし、市役所の前というわ

けにもなかなかいかないでしょうから、やっぱ

りダムの周辺環境整備の中で考えられるとした

ら、僕はやっぱりそれは一つの夢のある話では

ないかと。今後も国土交通省の方に強くプッシ

ュしていきたいと思ってます。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 じゃあ、ぜひ実現を目

指して努力をしていただきたいというふうに思

います。 

 それから、県道木地山線を延長しますと小国

に行くわけですね。あそこ隧道で掘って、そし

て太平洋側の仙台と日本海側の新潟県のちょう

ど中間になって、観光スポットになるんじゃな

いかなと、こういうふうに思いますし、寒河江

ダムは日本一の噴水上げてるわけですから、水

車も日本一の水車をつくることは実現不可能で

はないんじゃないかなというふうに思いますの

で、ぜひお願いしたいなと。 

 その隧道を延長線、道路の延長、これを国に

働きかけてはいかがなというふうに思うんです

が、市長、どうですか。 

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 これはたしか小関委員からも、

7.2キロ何とか整備してというように数年前に

ご提案もあったと思いますね。お話はその部分

へは通ってると思います。ただ、これ隧道とな

りますと、さらに相当のプロジェクト、お金が

かかるということにもなるわけですし、やっぱ

りあそこスーパー林道の問題もありましたから

ね、なかなか難しいかもしれませんが、これも

地元の要望として申し上げていきたいと思いま

す。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 これ夢ですから、夢が

実現すれば、観光事業あるいは経済の波及効果、

交流人口の増大、そういう面で、いろんな面で

プラス要素が出てくるんじゃないかなというふ

うに思いますので、長期的な観点からぜひ検討

を引き継いでいただくようにひとつお願い申し

上げたいと思います。 

 それから、長井市内には、もちろん最上川、

白川、野川の１級河川があるわけでありますけ

れども、ほかにも木蓮川とか平野川とか野呂川

ですか、そういった中小河川がたくさんあるわ

けです。これを利用して、やっぱりフットパス
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の関連とか、あるいは地球温暖化対策、これ地

球温暖化対策の施策というのはどんどん出てく

ると思いますよ、これから。今回、きょうの新

聞にも載っておりましたが、沖縄の砂糖、サト

ウキビを利用した代替エネルギーで、これ国が

全面的に補助を出して研究させるというふうな

施策も出てくるようですから、温暖化対策では

相当新しい事業が出てくるんだろうと思います。 

＋ ＋

 その地球温暖化対策にも貢献できるし、市の

公共施設関係の電力供給も可能になってくるこ

の水車というものをシンボル事業としてこれか

ら、中小河川も含めてです、ダムだけでなくて。

将来の地域づくり、まちづくりの関連として進

めてはいかがかなと。特に国、環境税も導入し

ようというもくろみもあるようですから、その

関連で目的税になってくるんでしょうから、い

ろんな施策が出てくるだろうということを考え

ますと、今のうちから時代に合致したような、

そういうエネルギー対策にも貢献できると、そ

ういう事業を国や県に提案して働きかけてはい

かがなものかなというふうに思いますが、市長、

どうでしょう。 

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 環境税等が現実のものになって

くれば、いろんな事業も考えられると思います

し、水と緑の花の水ですから、ぜひ議員ご提案

の水車であるかとかフットパス、あるいはもう

少しミニのとか、あるいはどうでしょうかね、

かつて船で渡られたところの船をまた少し再開

してほしいとか、いろんな夢のある話が語れる

のではないかと、そういう夢のある話を訴えな

がら要望していく、実現性を模索するというこ

とは大切だろうと思っております。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 フットパス事業か何か

わかりませんが、あやめ公園から萩公園に橋を

かけるなんていう計画があるやに聞いておった

んですけども、今それどうなってるか、簡潔に

ひとつお願いしたいと思います。 

○渋谷佐輔委員長 浅野敏明建設課長。 

○浅野敏明建設課長 お答えいたします。 

 じゃあ、簡潔に。山形県の方で置賜野川河川

環境整備事業ということで計画しております。

これは最上川フットパスルートと一体的に進め

るために、河川横断施設、いわゆるもぐり橋１

橋とそれから遊歩道約１キロ、これを平成19年

から20年度にかけて整備する計画となっており

ます。今後、まちなかのフットパスルート、そ

れから最上川のフットパスルートネットワーク

ができることによって、交流観光人口の拡大に

つながるかと思っております。以上です。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 もぐり橋というのは、

内容がちょっとわかりませんが、何か踏み石み

たいなものをやるのかなというふうな思いがし

ますけども、あやめ公園と萩公園への連帯性と

いうか、関係を少し生かしていく必要もあるん

じゃないかなと。夢ですから、錦帯橋のような

ものをかければ非常に楽しくなるだろうし、そ

れができないとなれば、木道で木橋とかつる橋

とかいろいろな手法があるんじゃないかなとい

うふうに思いますので、それも今度、そこに水

の導水路をつくって、そこで水車を回すという

ことになりますと、これもまた温暖化にも貢献

できますし、そのエネルギーを使ってライトア

ップをしながら観光事業のレベルアップを図っ

ていくことも可能なのではないかなというふう

なことを考えておりますが、どうでしょう、市

長、そのことと、それからフットパス事業に水

車のまちづくりを一体化させるいうことで、自

然の豊かさと水の豊かさ、これを全国に発信す

るような施策をとって、観光事業や企業誘致、

そういった産業の振興とまちの活性化、そうい

う貢献するような事業に取り組めないかなとい

うことなんですが。特に最上川、白川、野川と、

３つの橋、そしてそれをずうっとフットパスで
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めぐると、そこに非常に特徴的な橋がかかって

いるということになって、楽しい夢の町がつく

れるんじゃないかなということで、できれば３

つに錦帯橋のようなものをかけて、これは全国

に売るんですから、余りにもちっぽけなことで

はやっぱりなかなか全国発信できないと思いま

すんで、これはあくまでも、私は最初から申し

上げてるとおり夢でありますから、そういうも

のを研究して検討するというふうなことにして

いただきたいと思いますが、市長に最後にお聞

きします。 

＋

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 錦帯橋と言われると、これは相

当のあれですよね、それは夢があっていいわけ

ですが、今、フットパス事業では、さっき建設

課長が言いましたように、一番早く取り組んで

一番先に整備して、なおかつもう少し今度は延

長しようと。潜り橋といっても、飛び石を渡れ

るようなやつで、増水のときには消えちゃうん

ですが、そういったところまでは来たわけです

から、これはしかし、あと待ってるところ結構

あるんですよ。それは大江も天童もさらに村山

も「はやぶさ」の方面だとか、この間、全国シ

ンポジウムしましたら、「シンポジウムして長

井ばっかりよくて、おれのところは」と言う人

もいました、やっぱり来て。フットパスでやれ

るかどうかは別にして、長井として夢を持って

いくということについては、おっしゃるとおり

だと思いますから、一つの事業として検討して

いくということは大切だろうと思います。 

○渋谷佐輔委員長 ５番、佐々木謙二委員。 

○５番 佐々木謙二委員 ぜひ夢はいつかは実現

する可能性もあるわけでございますから、夢は

大きく持って、楽しく持って、これからまちづ

くりに努めていただきたいなというふうにお願

いをしたいと思います。 

 通告ですと、フラワー長井線の支援について

取り上げておりますけれども、私の持ち時間、

それに入りますとちょっと超過しますので、質

問はこれで終わらせていただきます。大変ご清

聴いただきましてありがとうございます。 

 

 

  蒲生光男委員の総括質疑 

 

 

○渋谷佐輔委員長 次に、順位３番、議席番号９

番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 私の通告に申し上げてお

ります２点についてお聞かせをいただきたいと

いうふうに思ってます。 

 特に第１点の黒獅子の関係ですが、今回新し

くコースを変えたと、趣を変えて実施されて大

変好評だったということと、商工観光課長が今

度新しく４月から就任されましたね。商工観光

行政の基本たるやについて確認しておきたいと

いうことでお聞かせをいただきたいと思います。 

 まず、ことし、黒獅子まつりですね、新聞に

よりますと６万5,000人の観衆が出たという、

長井市民の約２倍強の皆さんが、本当だとすれ

ば、見にいらしたということはこれは大変なす

ばらしいことだと思うんですよね。 

 市長として、まず総括的にはどうですか、こ

れは大変よかったと思うんですが、よかった面、

あるいはまた反省する面がありましたらお答え

いただきたいと思います。 

○渋谷佐輔委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 まず、一言にして言えば大変よ

かったと。それはコースも変える、それから桟

敷をつくったりして、準備も新たにやる。そう

いった面で、関係した、参加された皆さんは、

特に演じられた皆さんは大変だったろうと思い

ますね。今までどおりというようなときよりは

はるかに不安も抱え、いろんな面で準備もしな

ければいけないという意味では大変だったろう

と思いますが、この皆さんが本当に頑張ってい
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